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私は、産大法学 48 巻 1・2 合併号 259 頁以下において、私的整理の実務
の過去と現在について俯瞰し、実務に即した私的整理の定義を試みた。
その上で、産大法学 49 巻 3 号以下において、私的整理と関連する法規
制と私的整理のリスクについて検討してきた。
すなわち、同書 128 頁以下では法人役員の破産及び特別清算申立義務に
産大法学 51巻 3・4 号 (2018. 1)
237(753)
ついて、同 3 号 50 頁以下では詐欺破産罪及び特定債権者に対する担保供
与の罪について、同 4号 98 頁以下では詐害行為取消権と否認権について、
産大法学 50 巻 3・4 合併号 235 頁以下では強制執行妨害目的財産損壊罪と
加重封印破棄等罪について、産大法学 51 巻 1 号 131 頁以下では法人格否



















































































代理人弁護士 四 宮 章 夫
御 連 絡
前略 当職は、上記債務者会社 (本店所在地・略) から委任を受けましたの
で、その代理人として、本書を呈します。
さて、債務者会社は、最近の業況に鑑み、已む無く平成 28年 8月 9日廃業
を決意し、○○○税務署及び大阪府○○○府税事務所にその旨の届出を了する
に至りました。

















弁護士 四 宮 章 夫 宛 (債務者 有限会社N)
債権届出書
平成 年 月 日
1 債権の種類
2 債 権 額
① 残 元 金 円
② 利 息 円
(元金 円に対する 年 月 日から
年 月 日まで年 %の割合)
③ 遅延損害金 円
(元金 円に対する 年 月 日から
年 月 日まで年 %の割合)
④ 合 計 円
【届出債権者】
住 所 〒 −
























債権者名 ①残元金 ②利息 ③遅延損害金 ④債権額 (合計)
1 (株)A 4,536,000 9,245 7,207 4,552,452
2 (株)B 19,851,000 9,348 114,283 19,974,631
3 C(株) 229,425 229,425
4 D(株) 304,920 304,920
合 計 24,921,345 18,593 121,490 25,061,428
有限会社N 出納一覧表




















そこで、各債権者に対して、届出債権元本額の 8 % 宛を配当すること











代理人弁護士 四 宮 章 夫
御 連 絡





























平成 年 月 日
有限会社N代理人














( ) 銀行・信用金庫 ( ) 支店

































































( 6 ) 破産手続では別除権に服することになる (破産法 65条 1項)。
( 7 ) 破産手続では優先的破産債権となる (破産法 98条)。
( 8 ) 破産法上の財団債権及び優先債権に関しては、私的整理においても、同種
債権について按分弁済することなく完済できる見込みがある場合には、筆者
は、随時弁済を行っている。
( 9 ) 会社法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律 2条 1項、会社法 500条
1項














破産法における現在化 (破産法 103条 3項) や債権調査手続による債権確定



































(会社法 500条 1項) ように、私的整理着手前に会社解散をすることにし
た。
そして、平成 25年 7月末日をもって会社解散登記を行い、税務署等に








D 株式会社 (平成 25年 7月 17日現在)
資産の部 負債の部
科 目 金 額 清算価額 科 目 金 額 清算価額
現金預金 191,357 98,545 支払手形☆ 21,131,429 20,775,825
売掛金○ 8,381,528 410,424 買掛金☆ 773,018 1,128,622
車両売却代金 180,000 180,000 未払金 198,490 198,490
建物○ 6,257,400 0 割引手形 2,020,504 2,020,504
土地○ 35,039,450 0 長期借入金 124,380,107 124,287,295
出資金○ 10,000 0 預り保証金 1,000,000 1,000,000
















同 甲 野 太 郎
通知人両名代理人





























弁護士 四 宮 章 夫 宛
(債務者 D株式会社)
債権届出書 (平成 年 月 日現在)
① 会社名 (本店・ 支店・営業所)
御担当者名
連絡先 住所 〒
電 話 番 号 貸金業者登録番号
② 残債務合計 ， ， 円
内訳 残元金 ， ， 円
利 息 金 ， ， 円
















D 株式会社所有不動産 A は、2200 万円で売却でき、売却経費 86 万
9000円を支払った残額を、担保権者に対し、第 1順位に残債務額全額、
250 (766)
第 2順位に極度額全額、第 3順位に後順位者の判付料 30万円を除く残額
を配当した。
D株式会社所有不動産 Bは、523万 0560円で廃却でき、売却経費と消
費税 40万 1914円を控除した残額を、担保権者に対し、第 1順位に 157万













































明 細 収入 支出 備 考
預り金 700,000 代表取締役甲野太郎氏より受領
預り金 330,000 代表取締役甲野太郎氏より受領

































・平成 25 年度第 2 期 (延滞金、督促手数料を含む)
75,880円
・平成 25 年度第 3 期 (延滞金、督促手数料を含む)
74,180円
・平成 25年度第 4期 73,080円





税理士報酬 126,000 ○○税理士 税理士報酬 (解散事業年度申告分)












合 計 30,090,109 28,396,330
現金残額 1,693,779円
【資料Ⅲ-5】連絡書面





















































債権者名 担当者 〒 住所 元金 利息 損害金 合計 配当額
1 16,638,000 0 0 16,638,000 299,484
2 285,082 0 0 285,082 5,131
3 229,066 0 0 229,066 4,123
4 33,212 0 0 33,212 1,000
16 0 0 0
債権なしと
の回答あり
17 7,572,382 0 104,561 7,676,943 138,185
18 0 0 0
債権額 0 円
との回答あり
19 33,954,884 0 9,695,236 43,650,120 785,702
20 7,188,000 20,045 2,530,356 9,738,401 175,291
21 54,600 0 0 54,600 1,000
22 27,936 0 0 27,936 1,000
23 1,744,100 0 0 1,744,100 31,394
24 151,410 0 0 151,410 2,725






















(1) 支払予定日 平成 27年 2月 11日(木)
(2) 支払方法 銀行振込：みずほ銀行大阪中央支店よりお支払いさせて
頂きます。
(3) 必要書類 振込口座指定書 (同封の書式をお使いください。) 1通
































































請求権となる (破産法 148条 1項 5 号) が、私的整理時に既に存在した過誤





















































(25) 連絡書面の文中に 99万円とあるは、破産法 34条 3項 1 号所定の自由財産
の範囲であり、民事執行法 131条 3 号、同法施行令 1条に定める 66 万円の
1.5倍相当額である。裁判所によっては、自由財産の総額が 99万円に満たな
くても、財産の種類によって財団組み入れを強制する運用も見られるが、立
法趣旨に照らし、はなはだ疑問の存するところである。
これに反して、私的整理の場合には、債権者の理解を得て、柔軟な取扱い
を図ることも可能である。
258 (774)
Ⅳ 結 語
今回は、小規模の清算型の私的整理の事例を 2例紹介した。
有限会社 Nのケースは、法律事務所に持込まれる前に商取引債権の処
理が完了していたが、金融機関債権者からの苦情の申出はなく、リース会
社もリース料の支払い停止の直後にリース物件の返還を受けられ、かつ、
私的整理開始後 2月程度で配当が実施されたことにより、手続には極めて
協力的であった。
してみれば、私的整理前の商取引債権の処理は、代表者の個人資産の投
入によってなされたものと、私は考えている。
これに対して、D 株式会社の方は、商取引債権の処理が未了のまま私
的整理を着手したケースであるが、私的整理の開始以前、営業継続のため
に仕入先である I社の協力を得て、同社との取引を拡大していった分、そ
の余の商取引債権者の債権額が逐次減少していっていたこと、I社も、D
株式会社の取引先を継承することを通じて、自らの製品の最終ユーザーを
確保し得たことになり、ウインウインとは言わないまでも、各商取引先は
それなりに利益を享受できていたことから、私的整理に対する違和感を訴
えられることはなかった。
以上、事例の紹介に合わせて、破産手続や民事再生手続との異同や、私
的整理間でも適宜取扱いを工夫している実情を披露できたのではないかと
考える。
次回以降では、中規模の清算型の私的整理の事例、会社分割や営業譲渡
の手法を用いて、事業の継続を図りながら債務者会社を清算した事例等に
ついても、順次紹介する予定である。
259(775)
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